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研究要旨 

 

本報告では、休職期間中の福祉的就労（就労継続支援事業の利用）に係る法的課題を検討するに先立ち、休職制度

の法的位置づけ等について確認する。特に、休職制度がどのような法的位置づけにあるのか、どのようなことが法的

問題として生じうるのかについて明らかにすることを目的とした。検討すべき課題として、休職期間中に就労継続支

援Ａ型やＢ型で働いてもらい、そこでの就労状況が良くない場合には、もとの会社では復職させられないという判断

につながりやすいことや、休職期間中に傷病手当金が出ている場合等の就労継続支援Ａ型やＢ型の工賃の取扱いの

問題があること等があることを指摘した。 

 

 

A.研究目的 

 休職期間中の福祉的就労（就労継続支援事業の利

用）に係る法的課題を検討するに先立ち、休職制度の

法的位置づけ等について確認する。特に、休職制度が

どのような法的位置づけにあるのか、どのようなこと

が法的問題として生じうるのかについて明らかにする

ことを目的とする。 

 

B.調査方法 

 一般就労中に就労系障害福祉サービスを利用するう

えで、特に休職復職支援で重要となる「Ⅰ 病気休職

の概要」「Ⅱ 病気休職制度の設計」「Ⅲ 復職可能性

の判断枠組み」「Ⅳ 復職可能性の判断方法」につい

て、文献や資料により情報を収集し、とりまとめを行

った。 

 

 

C.結果 

病気休職・復職に係る法的留意点 

Ⅰ 病気休職の概要 

病気休職は、一般に、「病気により労務提供不能、労

働不能になった労働者について、雇用を維持しつつ、比

較的長期間にわたり、労務を免除・禁止すること」と定

義されている。休職の場合、①長期になる、②働く義務

を免除するだけでなく、労働者から「まだ働ける・でき

る」という申し出があったとしても禁止する、命令によ

って休職させる場合もあり得るという特徴がある（図表

１）。なお、比較的短期に回復する病気の際に、労働者

の希望により休むことが認められる制度は、病気休暇と

呼ばれていることが多い。 
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図表１ 病気休職とは 

 

病気休職制度を各社で、取り入れるかどうか、あるい

は取り入れたとして、期間、賃金支払いなどの設定をど

うするのかといった点について、法的規制は無く、各社

の判断に委ねられている。ただし、これを企業内の制度

として取り入れるのであれば、就業規則に明記すること

が求められている。また、就業規則に規定される事項は、

一般に合理的な内容であることが求められる（労働契約

法7条）。 

なお、近年の「働き方改革」に係る政策の中で、「治療

と仕事の両立支援」も挙げられており、病気休暇制度を

設けることが望ましいとはされているものの、病気休職

制度を設けなければならないということにはなってい

ない。治療と仕事の両立支援に関しては、厚生労働省が

ガイドライン1を作成したり、両立支援制度の導入を促

す助成金等が設けられているが（図表２）、助成金は

2022年11月で廃止となっていた。また、労働者健康安

全機構の研修を経て、両立支援コーディネーターが養成

されているが、場合によっては、同時利用との関係にお

いてもキーマン的な存在になりうる可能性がある（図表

３）。 

 

 

1 厚生労働省「事業場における治療と仕事の両立支援

のためのガイドライン」

（https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000912

019.pdf）。 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000912019.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000912019.pdf
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図表２ 治療と仕事の両立支援策 

 

 

図表３ 治療と仕事の両立支援策 両立支援コーディネーター 
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 図表４は、施策に関する根拠条文である。図表５は、

病気休職制度の導入状況に関する調査結果であり、大企

業では概ね導入されている傾向にあるが、中小企業にな

ると病気休職制度があるのは、５～６割程度となってい

る。 

 

 

図表４ 治療と仕事の両立支援策 労働施策総合推進法 

 

 

  

図表５ 病気休暇制度の導入状況 
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Ⅱ 病気休職制度の設計 

次に、病気休職制度設計に関わる重要な要素を述べて

いく。 

まず最初に、企業が病気休職期間中に賃金を支払うの

かについてであるが、実態調査2においては、７割の企業

で賃金は支給されないといった調査結果であった。ただ

し、健康保険法のもと、期間は１年６か月と限定はある

ものの、傷病手当金が健康保険より支給される仕組みが

ある。傷病手当金は、会社から賃金が支払われない場合、

そのまま支給されるが、今まで通りの賃金が支払われる

場合は、支給されない。また、減額された給料が、休職

期間中に支払われる場合、その金額に応じて、傷病手当

金が不支給・減額されることになる（図表６）。 

 

 

図表６ 制度設計：手当の支給の有無 

 

 次に、病気休職制度の対象者であるが、正社員にの

み適用し、非正規には適用していない企業が５割であ

る。近年、非正規労働者に対しては、同じような仕事

内容であれば同等の処遇にすべきという差別的取扱い

禁止の規制や、処遇に相違を設けること自体は認めら

 

2 JILPT「調査シリーズ No.181 病気の治療と仕事の

両立に関する実態調査（企業調査 2018)」 

れるとしても、不合理な差を設けてはいけないという

均衡待遇規制が導入されており、病気休職制度の適用

に関し、正規と非正規とで相違を設けることが認めら

れるかどうかは、法的な課題になり得るところである

（図表７）。 
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図表７ 制度設計：対象者 

 

有期契約労働者でも、継続的に雇用され、実際上、正社

員と同様に長期間にわたり雇用されているとなった場

合、有給の病気休暇制度がないことで、不合理だと判断

がされた事例もある（図表８、９）。 

 

 

図表８ 制度設計：対象者（参考） 日本郵便（東京）事件・最判令和2.10.15  
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図表９ 制度設計：対象者（参考） 大阪医科大学・最判令和2.10.13 

 

また、病気休職・復職の運用にあたっては、健康情報

のやり取りが生じうるが、健康情報は要配慮個人情報

と呼ばれるものに該当し、基本として、取得に当たり

本人同意が必要となる。健康情報の取扱いに関して

は、厚生労働省が指針3を出しており、労使の話合いの

上で規程を設けることなどを推奨している（図表

10）。 

  

 

3 厚生労働省「労働者の心身の状態に関する情報の適

正な取扱いのために事業者が講ずべき措置に関する 

指針」

（https://www.mhlw.go.jp/content/11303000/000343

667.pdf）。 
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図表10 制度設計：健康情報の取り扱い 

 

 

最後に、病気休職期間の満了について述べる。病気休職

の発令を受けて、休職期間中に回復し、無事復帰となれ

ば良いが、回復せず戻れないとなった場合の制度設計の

仕方は色々ある。休職期間満了までに治らなないのであ

れば解雇する設計もあれば、退職扱いとする設計もある。 

 解雇の場合は会社側が解雇の意思表示をして契約が

終了するが、退職扱いの場合は自動的に終わるという基

本的な違いがある。解雇については、労働法上、種々の

規制が設けられ、有効と認められるためには、合理的な

理由や相当性が必要とされているが（労働契約法16条）、

退職扱いに関する直接の規制はない。しかし、退職扱い

について、自動終了であるからといって、規制を免れら

れるのかというと、そうではない。退職扱いにしたとし

て、裁判で争いになれば同様の規制がかかってくるとの

判断がされており、解雇であっても退職であっても実質

的に大きく変わるわけではない。つまり、退職扱いであ

るにしても、裁判所では、合理的な理由に相当する状況

がないと、退職扱いという効果が認められないというよ

うな判断がされている。 

また、病気の原因が仕事にある場合、その業務上の

傷病の療養期間中（及びその後30日間）については、

解雇が制限されるという規制もあるが（労働基準法19

条）、裁判所では、業務上の傷病の療養期間中に退職扱

いにすることは、労働基準法19条の規制に反するとい

った判断も出ている（図表11）。 
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図表11 制度設計：期間満了時の効果 

 

病気休職制度について、どのような規定を就業規則に設

けるのかが実務上問題となるが、この点に関しては、厚

生労働省がモデル就業規則を示している（図表12）。次

に述べるように、休職期間満了時の扱いに関しては法的

紛争が生じやすいため、復職可能性の判断を慎重に行う

必要がある。 

 

図表12 モデル就業規則 
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Ⅲ 復職可能性の判断枠組み 

 厚生労働省の手引き4においては、休職の開始から終

了に至るまでのプロセスの中で、休職期間満了に先立っ

て、主治医の診断書をもらい、産業医の意見を聞きなが

ら、復帰プランを作っていくとした流れが示されている

が、どのように判断するのかということが重要な問題と

なってくる（図表13）。 

 

図表13 復職可能性の判断枠組み 

 

 

どのような場合に復職できるといえるかについても、各

社の就業規則の規定等に書き込まれていることも多い

が、原則論としては、「復職できる」あるいは「病気が

治った（治癒した）」と認められるためには、休職期間

 

4 厚生労働省=独立行政法人労働者健康安全機構「心の

健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引

き」

（https://www.mhlw.go.jp/content/000561013.pdf）。 

満了時点において、休職前に従事していた従前の業務に

ついて、通常程度の勤務ができることが必要であると考

えられている（図表14）。 

 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/000561013.pdf
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図表14 復職可能性の判断枠組み 

 

 しかし、裁判所は解雇や退職扱いの効力を厳格に判断

することとの関係で、復職可能性の判断枠組みについて

３つの修正を加えている（図表15）。 

 

 

図表15 復職可能性の判断枠組み：３つの修正 
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まず、【綜企画設計事件・東京地判平成 28・9・28】

では、期間満了時に回復していなくても、相当期間内に

回復すると見込めるのであれば、回復したと言えるとい

う判断がされている。回復が求められる時点を一定程度

延長しているといえる（図表16、図表17）。また、【独

立行政法人N社事件・東京地判平成16・3・26】では、

病み上がりですぐ今まで通り働けなくても、慣らし勤務

といった形で、多少軽い仕事に就かせれば、程なく元に

戻るというのであれば、回復していると見て良いと判断

されている。ただし、軽易な職務に就かせる期間が半年

ぐらいかかるのであれば、それは回復していないといっ

た判断がなされている（図表17）。そうすると、ここで

相当期間内というのは、数か月程度が想定されるものと

いえる。 

 

 

図表16 復職可能性の判断枠組み：修正① 
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図表17 復職可能性の判断枠組み：修正①  

 

「従前業務」について判断するという点（図表18）に

ついても修正がなされうる。裁判例では、職種の特定な

く雇われている人の場合、従前業務だけではなく、より

適した他の仕事がある場合には、その仕事への配置可能

性を検討するべきであるとされている。特に、障害者と

の関係では、合理的配慮をすることにより働けるかとい

った視点も重要になると言われている。 

 
図表18 復職可能性の判断枠組み：修正② 
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 現実的に配置可能な業務に当たるか否かを判断する

にあたり、考慮される事項としては、本人の能力、経

験、企業規模、実際の配置状況などがあり、これらを

総合的に判断して、現実的に配置可能かどうかが決ま

ってくる。合理的配慮の提供も過重な負担がかかる場

合には求められないが（障害者雇用促進法36条の

3）、同様に、「現実的に」配置可能かどうかが検討され

ることになる（図表19）。 

 

図表19 復職可能性の判断枠組み：修正②  

 

退職取扱いの効力について争われた【日本電気事件・東

京地判平成27・7・29】ではアスペルガー症候群の労働

者について、他の者とのコミュニケーションが不要な仕

事への配置転換もできるのではないかと主張していた

が、そういった業務は既に外注されているということで、

そうした業務への現実的な配置可能性は認められなか

った。また、この労働者は、総合職で、それなりの処遇

を受けているということもあり、その処遇に見合う仕事

ということで探すと、どうしてもコミュニケーションが

必要な業務になってしまうというところもあり、結論と

して、退職扱いもやむなしというような判断がされた

（図表20 ）。 
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図表20 復職可能性の判断枠組み：修正② 日本電気事件 

裁判例においては、コミュニケーション能力が不十分

であったり、元の同僚との関係が悪化していると復職が

難しいと判断される傾向がある。【日本ヒューレットパ

ッカード（退職取扱い）事件・東京高判決平成28・2・

25】では、労働者が被害妄想を有しており、病識がない

とみられる事案である。労働者側は、在宅勤務であれば

仕事ができると主張していたが、病識がなく、回復に向

かうかどうかがはっきりしないということなどを理由

に、（休職命令の効力が認められ）最終的に退職取扱い

の効力が肯定された（図表21）。 

 
図表21 復職可能性の判断枠組み：修正②  
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【神奈川SR経営労務センター事件・横浜地判平成30・

5・10／東京高判平成30・10・11】も人間関係絡みのこ

とが問題になったが、この事案では、人間関係に関わる

問題は精神疾患により生じたというわけではなく、会社

側が人間関係の調整に向けて配慮するべきと判断され、

労働者側が勝訴している。 

 【シャープNECディスプレイソリューションズ事件・

横浜地判令和3・12・23】において、会社側は労働者が

コミュニケーション能力を欠いており、復職は認められ

ないと主張したたが、裁判所は、コミュニケーションが

うまくいかないのは、病気が原因のものではないという

ことで、もともとの人間関係上の問題を復職可能性判断

に当たって考慮してはいけないと判断している（図表

22）。 

 

図表22 復職可能性の判断枠組み：修正②  

 

 

最後に、通常程度勤務できるという要件についても、特

に後遺障害が残っているようなケースにおいては、配慮

（合理的配慮）を受けるなどした上で勤務できればよい

という判断がされている（図表23、図表24）。
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図表23 復職可能性の判断枠組み：修正③ 

 

図表24 復職可能性の判断枠組み：修正③  
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Ⅳ 復職可能性の判断方法 

復職可能性の判断にあたり、主治医の診断書がキー

となるが、しばしば問題になるのは、診断書が疑わし

いとき、診断書が出てこないとき、どうするのかとい

うことである（図表25、図表26）。 

 

図表25 復職可能性の判断方法 

 

 

図表26 復職可能性の判断方法：①診断書の提出 
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医師によっては、患者に言われるままに診断書を出して

しまうといったケースもあり、その場合、診断書が出て

きても、会社として、信用できないと判断をすることも

ありうる。しかし、信用できないからと言って、復職を

認めないとすることが本当に出来るのかがここで問題

となる。この点に関し、【コンチネンタル・オートモー

ティブ事件・東京高判平成 29・11・15】、【アメックス

（休職期間満了）事件・東京地判平26・11・26】【第一

興商事件・東京地判平24・12・25】においては、（会社

が信用できないと決めつけるのでなく）会社が主治医に

確認する、場合によっては会社の産業医の意見を聞くな

どの対応が求められるとの判断が示されている（図表

27）。 

 

図表27 復職可能性の判断方法：①診断書の提出 

 

反対に、【建設技術研究所事件・大阪地判平成24・2・

15】においては、労働者側が診断書の提出をしない場

合、復職できるかどうか判断が出来ないため、解雇も

やむなしといった判断がされている（図表28）。 
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図表28 復職可能性の判断方法：①診断書の提出  

 

このように、復職可能性の判断は非常に難しいところで

はあるが、判断の手がかりになり得るものとして、試し

出勤が使われている（図表29）。 

 

図表29 復職可能性の判断方法：②試し出勤 
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  試し出勤とは、休職期間中にトライアルで（試しに）

勤務してみて、復職できるかどうかを判定することを目

的とするものであり、労働時間、日数を短縮させて勤務

することで、労働者と復帰先、双方の不安を解消し、円

滑な復帰に向けた準備を可能にするものと言われてい

る。円滑な復職、これまで通り働いていくためのプロセ

スの１手段という点では慣らし勤務とも共通している

が、その勤務を開始する時点で復職しているのか、して

いないのかという点に違いがあり、試し出勤は、復職に

先立ち実施され、復職判定という目的を持っているとこ

ろが大きな特徴といえる。 

 この試し出勤をめぐって生じうる１つの紛争類型は、

会社側は試し出勤をとしてやっているつもりだったが、

本人は完全に復職した（あくまで慣らし勤務に従事して

いただけである）と思っていたというようなケースで、

復職していたといえるかどうかが争点となる。過去のケ

ース【西濃シェンカー事件・東京地判平 22・3・18】、

【綜企画設計事件・東京地判平28・9・28】では、実際

の作業内容の他、試し出勤という位置づけが制度上はっ

きりしており、労働者にもその旨説明されている、とい

った点が考慮され、結論としては、復職したとは認めら

れないとの判断がなされている（図表30）。 

 

図表30 復職可能性の判断方法：②試し出勤 

 

 もう1つの紛争類型は、無給状態で試し出勤に従事

させることが許容されるかという問題である。【NHK

（名古屋放送局）事件・名古屋高判平30・6・26】で

は、無給で、試し出勤をさせており、この間の所得保

障は傷病手当金の支給のみであった。軽作業から始め

て、段階的に、元の仕事に近いような仕事に従事して

いくという内容の試し出勤だったが、無給扱いにして

いたことについて、最低賃金法との関係で問題がある

という判断が高裁で示されている（図表31）。
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図表31 復職可能性の判断方法：②試し出勤  

 

 

個人的には、傷病手当金が出ていたことも踏まえると、

無給で良いのではないか、最低賃金法違反という判断で

いいのかといった疑問もあるのだが、高裁による判断が

出ているところで、この点に留意する必要はある。 

 ただし、結局のところ、例えば休職期間中の就労継続

支援Ａ型の同時利用というケースでは、そこで給料が出

るということにはなるように思うので、最低賃金違反の

問題は生じないことにはなると思われる。ただ、この場

合、後に傷病手当金との関係で調整が必要になってくる

可能性はある。 

 また、復職可能性の判断に当たっては、職業センター

等で行っているリワーク支援も利用されることがあり、

このリワーク支援をやりながら、その枠組みの中で試し

出勤、あるいはＡ型利用、Ｂ型利用を計画に組み込んで

いくことが、今後考えられることになる（図表32）。 
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図表32 復職可能性の判断方法：③リワーク支援 

 

Ⅴ おわりに 

 最後に、改めて就労継続支援の同時利用との関係で考

えてみると、休職期間中の福祉的就労の利用に関しては、

復職可能性判断にあたっての判断材料として利用され

ていくのではないかと予想される。休職期間中に継続支

援Ａ型やＢ型で働いてもらい、そこでの就労状況が良く

ない場合には、もとの会社では復職させられないという

判断につながりやすい。一方で、利用状況が良いとなっ

た場合、復職させるべきという判断のほうに傾く事情で

はあるが、必ず復職させなければならないかについては、

多少慎重な検討が必要である。就労継続支援でやってい

る仕事内容について、元の仕事とどの程度の差があるの

かといった点や、診断書の内容等を見ながらの判断にな

ってくるだろう。 

 休職期間中における福祉的就労の利用については、よ

り安心できる環境で働ける、元の職場ではないため、復

帰したという誤解は招かないといったメリットが考え

られる。 

 休職制度のときに、完全無給であれば処理は容易であ

るが、会社からもお給料が出ている、Ａ型からも出てい

るとなった場合、傷病手当金との関係で調整が必要とな

る可能性はある。 

 また、最終的に復帰できないとなり、会社のほうから

解雇された後に、場合によっては福祉的就労のほうで継

続利用していくというキャリアトランジションの形と

いうのは１つあり得ると思われる。それが当事者の意向

を踏まえて、適切な形で行われるということであれば、

それ自体は別に問題ではないが、休職にして、福祉的就

労を利用させて、会社のほうを退職し、Ａ型を使った後

にまた再就職させてといった形をすることにより、福祉

的就労から一般就労に移行した人の数を増やすといっ

た使われ方をしたときに、障害者総合支援法の報酬との

関係で何か問題は生じないかは課題となりうるように

も思われる。その他の課題や留意事項として今後の研究

を進める上で検討していきたい（図表33）。 
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D. 健康危険情報 

なし 

 

E. 研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

F. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 

 

図表33 おわりに 

 


